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序章
近年、アジア太平洋地域では、様々な地域協力機構が形成されてきた。そ
の主なものは「アジア太平洋経済協力会議」（APEC）、「ASEAN自由貿易地
域」（AFTA）である。一方、アジア地域では国境を越えて隆接する地域が
形成する局地経済圏1が「成長の三角地帯」などの呼称で発足している。局
地経済圏は、貿易ブロックを国家間で形成する経済協力機構とは異なり、調
整に時間を要せず、短期間、低コストで立ち上がりが可能との点が注目され
ている。
東北アジアにおいては、局地経済圏として、「東北アジア経済圏（環日本
経済圏）」、「豆椚江（豆満江）経済圏」、「環黄海経済圏」、「両岸経済周」、「華
南経済貿」など、がある。
ASEAN地域においてもシンガポール、マレーシアのジョホールバール州、
インドネシアのリアウ州からなる「成長の三角地帯」（Singapore－Johor
Baharu－Riau：SIJORI）にみるように、国境を越えた局地経済圏が形成されて
いる。また、インドネシア、マレーシア、タイによる「北の成長の三角地帯」
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（hdonesia－Malaysia－ThailandGrowthTriangle：IMT－GT）が、1993年に
政府間で協力合意が締結されている。このほか、「インドシナ経済圏（バー
ツ経済圏）」が事実上形成されつつある。
本稿で取り上げる「東ASEAN成長地帯」（Bruneトhdonesia－Malaysia－
Phllippines－EastASEANGrowthArea：BIMP－EAGA）はこの局地経済圏の
一つであり、1994年に正式発足している。その最近の動向をみると、2009年
10月にタイのホアビンで第15回ASEAN首脳会議が開催されたが、これに引
続く第6国東ASEAN成長地帯閣僚会議において優先プロジェクトとして
3年間で12件のインフラ建設が決定され2、このほかにもアジア開発銀行
（AsianDevelopmentBank：ADB）、ドイツ技術協力公社（Gesellschaftftlr
TeclmischeZusammenarbeit：GTZ）による技術支援が要請された㌔
このセレベス海を中心とした島喚地帯は、開発の最後のフロンティアとさ
れてきた。そして、農林水産物の一次産品以外には目立った産業はなく開発
の遅れた地域で、この局地経済圏は、これまでに登場した局地経済圏構想と
はことなり、島喚地帯であるとの特色がある。そのことの意味としては、東
ASEAN成長地帯は躍動するアジア経済の谷間におかれた状況にあり、格差
是正のために地域援助機関、外国政府などの支援を必要としていることを示
している。
本稿は、この局地経済陳を、その構想を提案し、積極的に推し進めてきた
フィリピンの側からの視点にたち、その歴史、現況、抱える課題、今後の展
望について考察するものである4。
第1章においては、局地経済濱の類型を整理し、局地経済圏の理論を明ら
かにすると同時に局地経済圏の比較優位のありかたを提示する。第2章にお
いては、東ASEAN成長地帯の制度構築面に焦点をおき、組織およびその特
徴を解明する。第3章においては、東ASEAN成長地帯の特徴をフィリピン
・ミンダナオ開発の視点から記述し、日米の政府開発援助の特色と問題点を
明らかにする。そしてフィリピン・ミンダナオ開発との関連においてBIMP一
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EAGAのパラダイム転換を提示する。第4章においては、ミンダナオのダパ
オ市周辺の日系企業に対する聞き取りを紹介し、BIMP－EAGAのパラダイ
ム転換の有効性を検証する。かくして、BIMP－EAGAの組織構造、フィリピ
ン・ミンダナオ開発におけるBIMP－EAGAの構造とその改革課題を明らか
にする。
第1章　局地経済圏の類型
第1節　局地経済圏の理論
（1）経済プロッタ形成に際しての問題
アジア地域の経済の発展の要因は、価格と投資決定において市場経済に依
存しているとの点にあり、これは貿易振興の経済政策によってもたらされた
ものである。そしてこの政策を支えてきたのは恒常的に流入してきた外国直
接投資である。この結果、投資受入れ地域・国における生産能力の拡大、労
働生産性の向上があった。
アジア地域の開発途上国における経済発展の要因は、他の地域との経済的
連携を強めてきたことにある。このことが、欧州連合（EU）、あるいは北米
自由貿易協定（NAFTA）のような経済ブロックからの輸出、資本流入など
の経済的波及効果を政策要件に取り込む状況をもたらした。また、アジア太
平洋地域に形成されてきた様々な経済ブロックは、途上国経済をして貿易拡
大を促進させてきたのである。
しかしながら、TangandThantによると5、EUあるいはNAFTA型の地
域経済統合をもたらす経済ブロックをアジア地域に形成するに際しては、以
下のような5項目の基本的課題がある。
第1に、経済ブロックは、城内貿易の量的拡大を前提とする。しかしなが
らアジア地域において、ブロック城内貿易は近年増大こそしているが、アジ
ア地域の輸出先、原材料輸入先では北米あるいは欧州などアジア地域以外の
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国がその構成比の多くを占めている6。
第2に、経済プロッタの形成には、加盟国に貿易投資を管理する法律、規
則において同一性を構築する必要がある。しかしながら多くのアジア途上国
においては、経済システムの態様が異なっており、貿易投資の取引慣行など
の調整をはかることは至難である。
第3に、経済統合加盟国の1人あたり所得水準が近接している必要がある。
貿易量の拡大がもたらす所得分配と雇用に対する著しいインパクトを調整す
ることができるからである。しかしながら1人当たりの所得では、例えば日
本のそれはフィリピンの32倍、ベトナムの71倍で7、これは欧州、北米の
国々間の格差よりもはるかに大きい。
第4に、地理的近接性である。これは運輸、通信面での要件に反映し、経
済ブロック形成の決定的な条件となる。しかしながら、アジア開発途上国は
地理的に拡散しており、かつ輸送、通信網は貧弱である。このため、輸送コ
ストは高くなっている。
第5に、加盟国による政治的関与および加盟国間による政策調整は、経済
ブロック形成における基本的な必須条件となっている。ところがアジア開発
途上国は、各々が異なった政治的関心、歴史的背景、社会経済システムを
もっており、これらは政策調整を難しくしている。
（2）局地経済圏の成功要件
次に、局地経済圏形成の成功要件を考察するが、局地経済圏は前項で見る
ような経済ブロックのような要件を必要としない点に特徴がある。局地経済
圏は、制度面、行政面おいてその準備に国家的、全国的レベルでの変更を必
要とせず、一般的には、その国の一部地方のみを対象とした準備でよい。こ
のことは、政治的、経済的リスクを少なくする。局地経済圏が成功すれば、
その成果は他の加盟国の一部地方に伝播する。かくして、局地経済圏は、正
規の経済ブロックが数年の交渉期間、準備期問を必要とするのに比較し、低
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コスト、短期間で設置が可能となる。そして、1国が複数の局地経済圏を同
時に設置する事例もある。中国、マレーシア、インドネシアでは、試行とし
て局地経済圏を準備してきた。
以下では、「成長の三角地帯」、「華南経済圏」を事例に、局地経済圏が成
功する要件を列挙すると、以下の4点をあげることができる8。
第1に、経済的補完関係の成立である。これは局地経済圏参加地方の経済
発展段階の相違、資源斌存の相違を前提とする。「成長の三角地帯」の場合に
は先進的な都市地域と、開発の遅れた低所得地域を含む。前者のシンガポー
ルは土地と未熟練労働力が不足しているが、資本と技術が豊富である、後者
のインドネシアのリアウ州、ジョホール州は、資本、技術が不足し、未熟練
労働力と土地が豊富である。これにより経済的補完関係が成立する。
第2に、局地経済圏に参加する地方の地理的近接性である。これにより経
験的には、輸送、通信コストを最小限にすることが可能となると、近接する
国・地方の間で貿易がなされる。地理的近接性は、投資のための資本の流入
を促す最も強い要因となるのである。さらには、言語の同一性、文化的背景
は、地理的近接性を上回ってより深い理解、良好なビジネス関係の構築をも
たらす。その好例は「華南経済圏」であり、言語の系統関係は、人的紐帯や、
ビジネス信頼感を醸成する。すなわち、広東省と香港では広東語が通用し、
福建省、台湾では福建語が話されている。
第3は、政治的関与と政策調整である。国家レベルでは、関税率、労働条
件、不動産所有制限、金融取引規制、外国投資規制、外国為替管理に関する
適正な政策が実行される必要性がある。そして、これらの政策の提言、立案
は中央政府、地方政府の双方に強く支持され実行に移されねばならない。
「成長の三角地帯」のバタム工業団地に見るように、インドネシア政府によ
る外国直接投資規制韻和の高級レベルの政府関与が決定的に重要で、外資の
株式所有率100％、地方政府の投資認可、民間工業団地設置などがそれであ
る。これに対し「華南経済圏」においては参加地方の政府関与は少なかった。
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この場合には、主として市場経済、民間主導により経済圏が活性化してきた
とする。しかしながら、ここに至る経緯では、政府の関与が大きな役割を果
たしてきた。中国政府は1978年の中共第11期第3中全会以来、門戸開放政策
をとり、これが福建省、広東省の経済活況をもたらした。1979年に中国政府
は4地区を特別経済区に指定し、ここでの優遇税制措置、土地使用権の拡大、
外国投資導入手続き簡素化などを政策導入した。一方、香港政庁は、民間部
門による生産基地の華南移設を奨励してきた。台湾政府にしても1985年以降
は、中国大陸からの輸入規制、直接・間接投資規制を順次緩和してきている。
第4に、インフラ開発である。これは、局地経済周の発展に向けた経済環
境の整備なかで最重要要因である。「華南経済鮮」をみると経済特別区を4地
区に開設するに際して、工業団地用の広大な土地が必要であった。初期の段
階においては、インフラ建設は、「五通一平」（“FiveOpens’’md“One
Leveling”）のもとで、道路、上水道、下水道、電気、通信／整地済みの土地、
が開設され、ビル建設目的の用地も達成されている。また、1986年には中国
はアジア開発銀行に加盟し、巨大なインフラ建設計画が着手され、特別経済
区と広東省、福建省のその他地区を連結する高速道路、鉄道建設が進捗した。
同様に電力開発、通信ライン開発に巨額の資本投下がなされた。これに対し、
「成長の三角地帯」においては、マレーシアのジョホール地区は比較的にイ
ンフラが整備されていたが、インドネシアのバタム工業団地、バクム総合開
発プロジェクト地区では、大規模なインフラ建設プロジェクトを必要として
きた現実がある。
（3）小括
本節の最初に述べたように経済ブロック、貿易ブロックの形成には様々な
条件を必要とし、この達成に難点がある場合には、現実的に局地経済圏の形
成を選択することになる。
結論的には、局地経済圏は、多くのアジア諸国にとって地域経済プロッタ
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の形成に適合する形態である。しかしながら、局地経済圏は地域経済統合型
の経済ブロックに比較し、より輸出志向型である。また、隣接地区であるか
ら情報の共有化が進んでおり、相手地区との利害に起因する報復的制裁を課
す余地は少ない。局地経済圏は、比較的に低コスト、短期間で設営すること
ができる。このような条件が保証されるならば、局地経済圏は、その条件に
応分して、限界的に拡大するとされている。
局地経済圏の成否を決める主な要件は、加盟地方の間における経済的補完
性である。とりわけ資源斌存状況の相違を前提とした地域経済協力はその地
域、またはその国相互に利益をもたらす度合いは大きい。地理的近接性は、
取引費用、輸送費用の引き下げに不可欠である。そして地理的近接性は、文
化、言語の同一性の優位性を保証する。参加国による政治的関与が求められ
ており、それに加えて、国家主権に先行した施策によるハードインフラ、と
りわけ港湾建設は、経済コストの引き下げに直結する。ここで重要なことは、
局地経済圏の設置がもたらす便益は可能な限り、局地経済圏を構成する国、
地方に公平に配分されなければならないとの点である。
第2節　局地経済圏の新段階
（1）格差是正のため地域開発重視
前節第3項に述べたように、局地軽済圏の役割で重視されるのは、圏内の
図・地域における公正・公平の確保である。この背景には、経済ブロックの
拡充、進化による貿易、投資の自由化、グローバル化がもたらす利益配分の
不均等というマイナス要因除去が求められるように至った厳しい現実がある。
「成長の三角地帯」にみられるように、輸出志向産業に重点をおいた局地
経済圏の場合に顕著である。ここでは局地経済圏は「飛び地」を形成し、地
元に残るのは低賃金労働力提供の対価である賃金、土地提供の対価である地
代に過ぎない。
以上の対極にあるのが、地域開発に重点をおいた局地経済圏である。これ
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には「北の成長の三角地帯」がある。北部マレーシア、南部タイ、北部スマ
トラの各地域が工業を補完し、地域開発を達成しようとするものである。こ
れは伝統的な地域開発を企図し、規模の経済の増大、生産要素の補完、市場
の拡大を目的とするものである。
（2）局地経済圏の比較優位で2方法
第1車第1節（2）で述べたように、局地経済光の成功要件の一つは経済的
補完関係の成立である。この場合、局地経済圏の各地方における要素既存状
況の相違による比較優位の存在がカギとなる。すなわち「局地経済圏内の比
較優位」（intrasub－regionaleconomicarea）の存在が経済的補完関係成立の
前提となる。輸出志向産業に重点をおいた局地経済圏は経済圏内外からの資
本蓄積で比較優位を有する地方と、低廉な労働力の提供で比較優位有意をも
つ地方との生産要素の補完関係が成立し、国際競争力を有する製品の輸出市
場の確保が可能となる。日米欧の外国直接投資流入が主流の「成長の三角地
帯」、「華南経済圏」の場合には、これが顕著である。この場合には、局地経
済應それ自体が、産業クラスターを形成し、資本、技術、情報の集積効果が
働くからである。
これに対し、局地経済圏の各地方の要素既存状況に相違がなく、経済的補
完関係がない、あるいは関係が薄い場合には、「局地経済圏外との比較優位」
（extrasub－reglOnaleconomicareas）を形成する必要が生じてくる。すな
わち、豊富な同一の生産要素を前提として、その局地経済圏自体に比較優位
を付与し、他の経済圏あるいは経済ブロックにまさる輸出競争力を付けるこ
とが求められる。後述ように、BIMP－EAGAの場合には、これに該当する。
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第2章　東ASEAN成長地帯の制度構築
第1節　東ASEAN成長地帯が直面した厳しい環境
（1）当初は好調な滑り出し
第1章第1節（1）項で述べたように、1994年に正式に発足したBIMP－
EAGAは、当初は堅調なアジア経済の追風に支えられて、好調な滑り出し
であった。1997年までに参加4カ国政府による協力体制が整い、以下のよう
な政策調整がはかられた。
第1に、輸送部門の自由化進捗である。その好例は、新規の海路および空
路の直行便の開設で、また主要都市の空港、港湾の改善がはかられたことで、
城内の旅客数、輸送貨物量は増大した。例えば、インドネシアの北スラウェ
シ州メナドとミンダナオ島のダパオ間にボラク航空による週1便の旅客直行
便が開設された。
第2に、観光部門で、旅行税、出国税の改定である。インドネシア、フィ
リピンは城内の旅行税の免除、手続き簡略化がはかられた。
第3に、通信部門の改革である。域内の主要な通信会社は長距錐電話の通
話料の20％引き下げを決めている。
以上の好条件を背景に、観光客の増加などを見込み、ミンダナオ島ダパオ
沖合のサマール島にマレーシアのエクラン・プルハット社が総額3億ドル投
じたカジノ・リゾート・ホテルを建設し、1998年に営業を開始した9。同事
業はBIMP－EAGA関連では最大規模であった（写真1）。さらに、ダパオ市
内にはマレーシア資本の国際クラスのマルコポーロ・ホテルが開業（写真
2）するなど、先行きに明るさのみえる局面があった。
（2）環境の急変で見直し
前項のBIMPAEAGAをめぐる好条件は、1997年に至ると状況は逆転し、
以下のような、様々な厳しい状況が発生するにいたった10。
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写真1　滴洒なカジノ・リゾートの中庭風景（現在休業中）
（「筆者撮影」以下同じ。）
写真2　ダパオ市内の国際クラスのマルコポーロ・ホテル
第1に、その最大のものは、1997年アジア通貨危機で、この結果、BIMP－
EAGAの成長与件は重大な影響を受けた。加盟国政府は財政状況の悪化の
もとで、金融部門、工業部門の救済を優先させ、地域開発予算の削減を余儀
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なくせざるを得なくなった。この結果、BIMP－EAGA支援プロジェクトの
見直しがなされた。
第2に、BIMPAEAGA域内における治安状況の悪化である。フィリピン・
ミンダナオ畠、スルー諸島におけるイスラーム反政府過激派であるモロ・イ
スラーム解放戦線（MILF：MoroIslamicLiberationFront）と政府軍の交戦
は、地域開発プロジェクトの実行の遅滞のみならず、民間投資の中断を余儀
なくさせてしまった。
また、スルー島を基地とする誘拐グループのアブ・サヤフ（AbuSayyaf）は、
同地への渡航を極限にまで減少させた。また、東南アジアにおける国際的テ
ロリスト集団であるジ工マ・イスラミア（JemmahIslamiyah）の存在は、イ
ンドネシアのバリ島ホテル爆破事件などを契機に、観光部門、投資流入に大
きな打撃を与えている。
第3に、1998年のエルニーニョ（EINino）も大きな影響を与えた。異常気
象による早魅、森林火災は、農業を基盤とするBIMP－EAGAの農村地帯の
経済の落込みをもたらした。
第4に、1998年のインドネシアのスハルト政権、1998年のフィリピンにお
けるラモス政権の交代である。この結果、BIMP－EAGAに関する貿易投資
政策の調整、とりわけ、税関、入出国管理、検疫に関する取決めの検討、交
渉に遅れが生じてしまった。
以上の悪条件を反映し、EAGA城内における航空路線は全部で11路線あっ
たものが、現況ではわずか5路線に減少している。事実、ダパオとメナドを
結ぶポラグ航空による航空路は現在運休し、これは軽飛行機便に代替されて
いる。さらに、前述した1998年営業開始の、BIMP－EAGA最大規模プロジェ
クトのカジノ・リゾート・ホテルはすでに閉鎖され、営業を停止している。
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第2節　東ASEAN成長地帯の組織
（1）人口5400万人の最後のフロンティア開発
東ASEAN成長地帯（Brunei一工ndonesia－Malaysia－Phlllppines－EastASEAN
Grow血Area）は、1991年にコラソン・アキノ大統領がシンガポール国際商
業会議所でその構想を提言し、後継のラモス大統領のもとで1994年の第1回
BIMP－EAGA閣僚会議で正式発足したIl。
BIMP－EAGAの対象とする地域は、現在のところ、ブルネイ、インドネシ
アのカリマンタン島の全州、スラウェシ島の全州、マルク諸島、イリアン・
ジヤヤ州、マレーシアのサバ、サラワクの2州、ラブアン島、およびフィリ
ピンのミンダナオ島の全州、パラワン島からなる地域である12（図1）。
BIMP－EAGA地域は、2000年現在で人口約5400万人を擁するフロンティ
ア開発の対象である（表1）。
（2）加盟国政府の関与
BIMP－EAGAは、前項で記述したとおり、1994年のBIMP－EAGA閣僚会
議で正式発足している。BIMP－EAGAの主要な組織としては、BIMP－
EAGA首脳会議（Sumitt）があり、同首脳会議は年に1度開催される
ASEAN首脳会議（LeadersSummit）に引き続き開催される。加盟国政府の
合意によるBIMP－EAGA閣僚会議（MinistersMeetingMM）、および
BIMP－EAGA高級事務局会議（SeniorOfEcialsMeeting：SOM）が最高意思
決定機関となっている（図2）。かくしてBIMP－EAGA開発にかかわる必要
案件の調整は、参加国政府の関与を前提としており、各加盟国は強い意志を
もってこれに取り組んできた。BIMPrEAGAMMは年1度開催されており、
これに引続きBIMP－EAGASOMが開催されている。これらの局地経済圏
レベルでの会議体に対応して、加盟国ごとに高級事務局、国内事務局が編成
されている。
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表1BIPM－EAGAの面積、人口、人口密度（2000年）
国別 ／地域
面 積 人 口 人 口 密 度
（ぱ ） （人 ） （人／田 ）
ブ ル ネ イ 5，765 338，4（氾 59
イ ン ドネ シア 1，890，7別 206，2餌 ，595 109
西 カ リマ ン タ ン州 146，807 4，034，198 27
中 カ リマ ン タ ン州 153，564 1，857，000 12
南 カ リマ ン タ ン州 43，516 2，985，240 69
東 カ リマ ン タ ン州 230，277 2，455，120 11
小 計 （カ リマ ン タ ン） 574，194 11，331，558 20
北 ス ラ ウ ェ シ州 15，273 2，012，098 132
中ス ラ ウ ェ シ州 63，678 2，218，435 35
南 ス ラ ウ ェ シ州 74，580 8，059，627 108
東 南 ス ラ ウ ェ シ州 38，140 1，821，284 48
ゴ ロ ン タロ州 12，215 835，044 68
小 計 （ス ラ ウ ェ シ） 203，886 14，946，488 73
マ ル ク州 74，505 1，205，539 16
北 マ ル ク州 30，895 785，059 25
イ リア ン ・ジ ャヤ 421，981 2，220，934 53
EAGArイ ン ドネ シ ア 1，305，461 30，489，578 23
マ レー シ ア 329，847 23，274，690 71
サ バ 州 73，997 2，603，485 35
サ ラ ワ ク州 124，448 2，071，056 17
ラ ブ ア ン 92 76，067 827
EAGA－マ レー シ ア 198，537 4，750，608 24
フ ィ リ ピ ン 3（札 000 76，498，735 255
ミ ンダ ナ オ 102，000 18，133，714 178
パ ラ ワ ン 16，403 755，412 46
EAGAAフ ィ リ ピン 118，403 18，889，126 160
EAGA 合 計 1，622，041 別 ，129，312 33
（出所）AsianDevelopmentBank（2008a），p2．
（原典）BuuneiDarusasalam】．EdthNatznaJDevelQPmentPhn WIT2005）；lndonesia．
且PSSね由比虚血doかeS血2α枚Malaysia，肋l喘正and5おぬたyearb∝血2α址
Ph揖ppin喝用伽血eS細め癒dyeabo血盟刀2
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（3）BIMP－EAGAの機能強化
1997年アジア金融危接を契機にして、BIMP－EAGAの機能強化をはかる
べく最優先プログラムとその実行に関して、参加国政府とBIMP－EAGAの
組織との調整機能を果たすため目的をもって、2餓4年に設置されたのが
BIMP－EAGA促進センター（BIMP－FacilitatlOnCenter：BIMPrFC）である。
BIMPrFCのもとに参加国の事務局にクラスターが設置され、クラスターに
おいては協力の中核を担うワーキング・グループ・クラスター（Working
GroupClusters：WGC）が4クラスター形成されている　個2）。
BIMP－EAGA参加国が一致してここまで到達した背景には、関係B］の政
治的配慮があった。とりわけサバ州の帰属をめぐる国境紛争がフィリピンと
マレーシアにあった。ところが1993年1月のラモス大統領のマレーシア訪問、
1994年2月のマハティール首相のミンダナオ島ダパオ市訪問は、これを超え
る政治的判断がなされたわけである。
（4）民間部門の関与
上記（2）の閣僚会議、高級事務局会議、（3）のクラスターなどはBIMP－
EAGAの公的部門であるが、これに対応する民間部門の租織は、1994年に設
置されたEAGAビジネス評議会（EAGABusinessCouncil：EABC）である。
1997年にはBIMP－EAGAは5番目の加盟国と同格の地位を付与された。
EABCは、2004年に（BIMP－EAGABusinessCouncil：BEBC）に改組されて
いる。BEBCには国別代表が置かれている（図2）。BEBCの基本的な役割
は、BIMP－EAGA域内の経済界の連携執化にある。71，T）ピンのBEBC国
別代表者は後出のミンダナオ開発評議会（MindanaoEconomicDevelopment
Coucil：MEDCo）となっている。
BEBCの主要な事業の一つに投資家会談開催がある。2∝）7年には、後述の
ダパオで投資家会議が開催されている。
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（5）アジア開発銀行の支援
BIMP－EAGAに対し、地域協力銀行であるアジア開発銀行（ADB）は当
初からこれを支援してきた。ADBは、1996年にBIMP－EAGAの実行可能性
調査をし、報告書を作成している13。
2001年にブルネイで開催の第7回ASEANBIMPrEAGA閣僚会議におい
て、ADBが、BIMPrEAGAの地域技術アドバイサー（ReglOnalTechnical
Advisor）として承認された。これは同行のこれまでのBIMP－EAGAの発展
に示してきた貴重な経験、および他の地域開発に示された実績が高く評価さ
れたからである。ADBが、1996年から2006年までに実施したBIMPAEAGA
に対する協力支援は額にして610万ドルに達している14。
ここで特記すべきは、この時期にADBのBIMP－EAGA関与を契機に
BIMP－EAGAの新たな方向性が示された点である。すなわち、「世界市場に
おけるEAGA－BIPMの優位性」を示す必要性が掲げられたのである15。これ
は第1幸第2節（2）項で分類するとextraBIMP－EAGAの対外的な比較優
位性の強調を意味しよう。
2004年にバリクパパンで開催の第9匝】BIMP－EAGA閣僚会議において、
ADB、ドイツ技術協力公社（GTZ）の協力を得てBIMP－FCが策定した5カ
年計画の「BIMPAEAGAロpドマップ」（2006p2010年）（BIMP－EAGA
RoadmaptoDevelopmennt2006－2010）が承認された。これによると、①
BIMP－EAGAの城内・域外の貿易額10％増加を2010年までに達成、③BIMP－
EAGAの投資額10％増加を2010年まで達成、③BIMP▼EAGAの観光客の
20％増大を2010年まで達成、をするとしている16。ADBはこのロードマップ
実現のため、ADB関係者、専門家雇用などをE的とした30万ドルの融資金
提供を決定している17。
ADBとしては、開発の遅れたBIMPAEAGA地域支援に取り組んだもので
ある。ADBは、この地域に必要なのは、土地利用計画、治安の確保、イン
フラ整備であるとし、成長センターになるには金融、技術、安全保障の3点
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が不可欠としている。当面、急がれるのは、開発能力の形成（capacity
building）およびEUの関与としている18。
ADBがこの時期にBIMP－EAGAに関与の意向を示したのは、ADBが支
援してきた「大メコン開発」のような大型開発プログラムが進捗する一方で、
開発の谷間におかれた地域への対応が要請されてきたためである。このため
ADBは地域協力銀行としてこれを支援する方向に踏みきったのである。
第3節　東ASEAN成長地帯の特徴
（1）少ない経済的補完性
BIMPrEAGA地域における最大の特徴は、生産要素の既存状況が類似し
ている点である。構成する地域・図は一様に、労働力は豊富であるが、資本、
技術は不足している。また、BIMP－EAGA天然資源は豊富であるものの、こ
の分野では経済的補完関係は少ない。
このことは、BIMP－EAGA地域内外の貿易量をみれば明らかである。
BIMP－EAGA地域内における貿易量は、BIMP－EAGA地域外との貿易量に
対し2005年は1．2％、20髄年は0．8％に過ぎないのである（表2）。
さらにより詳しくBIMP－EAGA地域の1994年の主要輸出品目をみるとこ
のことが裏付けられる。マレーシアでは原油、天然ガスなど、同様にしてブ
ルネイは天然ガスなどの輸出に依存している。一方、インドネシアの東西カ
リマンタン州は合板など、フィリピンのミンダナオ島はアグロ・インダスト
衷2　BIMP－EAGA地域内外の貿易額（2005－2007年）
（単位：1（氾万ドル）
貿 易 の 形 態 2005 2∝）6 2（氾 7
EA GA一外 59，173 71，237 81，715
EA GA－内 729 601 不 明
（出所）AsianDevelopmentBank（2008d）．p．3．
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表3　BIMP－EAGA地域の主要輸出・輸入品目（1994年）
EAGA 地域 主 要輸 出品 目 輸 出額 の構成比 主 要輸 入品 目
ブルネイ 天然 ガス 93％ 非金属
原油 鉄鋼
石油製品 化学品
繊維製品 電気機器
木材 ・木材製品
タバ コ製品
衣類
イン ドネシア 合板 93％ 原油、天 然ガス
石炭 産業機械
家具 鉄鋼輸送装置
生 ゴム 電気 機器
有機化学 品
無機化学 品
プラスチ ック ・ゴム製品
無機 化学品
マ レーシア 原油 73％ 工作機械 ・輸送機器
木材 ・チ ップ ・材木 製造製品
合 板 加工食品
天 然ガス 飲料 、タバ コ
パ ーム ・オイル 鉱物燃料 ・潤滑油
フ ィリピン ココナツ ・オイル 72％ 鉄鋼
果物 ・ナ ッツ 木材 ・木材製品
魚 貝類 スラ ッグ
天然 ガス 肥料
パ ームオイル セメン ト ・クリンカー
（出所）AsianDevelopmentBank（1996）．Vol．I．PartOnep6．
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リーが中心である。「石油を売って、バナナを買う」という一次産品貿易に
は、BIMP－EAGA加盟地方間では関心がない。このため積極的な協力関係
構築に向けた意欲に欠けるとの難点がある（表3）。
（2）相対的に低い生産力および高い貧困者率
BIMP－EAGA地域においては、ブルネイを除きいずれも所得水準は低い。
BIMPrEAGA地域における2007年のGDPの全国比率をみると、インドネシ
アにおいては面積の全国比が20∞年で69．0％あるのに対して（表4）、GDP
の全国比は2007年に17．6％となっている。両種の全国比に対してその4分
の1に過ぎず、開発の遅れが顕著である。一方、インドネシアのBIMP－
EAGA地域の貧困者比率は2（力7年に16．6％とインドネシア全国平均の16，6
％と同じである（表5）。このことは、多くの人の貧困の共有を示している。
マレーシアにおいても、BIMP－EAGA地域の面積の全国比は60．1％、であ
り、GDPは2007年に16．6％と面積比率の約4分の1である。BIMP－EAGA
表4　BIMP－EAGA地域のGDP全国比率（2005，2007年）
（単位：％）
2005 2006 2007
参 考 （2000年 ）
人 口 比 面 積 比
国 別 ／地 域
E A GA 一イ ン ド ネ シ ア 17．8 17．0 17．0 14．8 69．0
E A GA －マ レ ー シ ア 16．8 17．0 16．6 20．4 60．1
E A GA －フ ィ リ ピ ン 16．5 16．6 16．8 24．7 39．4
E A GA 一合 計 国 別 GD P 比 17．0 16．9 17．0 17．7 64．3
（出所）AsianDevel0pmentBank（2008d）．p．2．
（原典）Phihppines NationalStatlStlCal Coordlnation Board：Malaysia．YeaTbookol
StamicsrSabahandSht’a間勅DepartmentofStatlStics；hdonesia，Bandar
PusatStatlStlk．
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表5　BIMP－EAGA地域の貧困者比率（2005－2007年）
（単位：％）
国 別 ／地 域 2005 2（刀 6 2007
イ ン ド ネ シ ア 16．7 17．8 16．6
BIM P－EA GA 一イ ン ド ネ シ ア 15．4 17，9 16．6
マ レ ー シ ア
7．5 不 明 不 明サ バ
サ ラ ワ ク 23．0 不 明 不 明
BIM P－E A GA －マ レ ー シ ア 15．3 不 明 不 明
フ ィ リ ピ ン 24．4 26．9 不 明
BIM PAE A GA 一フ ィ リ ピ ン 39．7 40．3 不 明
（出所）AsianDevelopment】∋ank（2008d）．p．3．
（原典）PhillppinesNatlOnalStatlStlCalCoordinatlOn Board：Malaysia．YeaTbookof
StatISCSOabah andSarawa劫DepautmentofStatlntleS：Indonesia，Bandar
PusatStatlStlk．
地域における貧困者比率はサラワク州で2005年23．0％と高めであった（表5）。
フィリピンをみると、面積の全国比は39．4％であり、対応するGDPの全
国比は2006年に16．8％で、これは人口に比較してその約2分の1である（表
4）。そしてBIMP－EAGA地域における貧困者率は2006年に40．3％に達し
ている（表5）。これはミンダナオ地方における貧困の集中をそのまま反映
している。
（3）インフラ盤債の遅れ
BIMP－EAGA地域では近代的産業振興に不可欠な情報、物資、人物往来を
容易にするためのインフラ整備が遅れている点である。海上輸送のための倉
庫、港湾施設、船舶が十分でない19。
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（4）通関手続き整備の遅れ
地勢的にみると、BIMP－EAGA地域はセレベス海など海域により分断さ
れている点に特徴がある。確かにこの海域は伝統的に越境貿易、密貿易など
が盛んである20。しかしBIMP－EAGAはこれらの海上交易を不法のまま現
状を追認するという消極的なものではない。
伝統的になされてきたこれまでの海上交易を近代的な公正な手続きを跨ま
えた正規な貿易とすることは、貿易関係業者に安全をもたらし貿易の円滑化、
貿易量の拡大につながる。通関手続きの制度化が必要となる。このため、貿
易手続きの整備（tradefacilltation）を目的に、税関、出入国管理、検疫、安
全管理（Customs，Immigratl0n．Quarantine，Security：CIQS）が関係機関、政
府間で協議されている。とりわけ重要とされるのは、国際港湾基準（ISPC）
の順守であり、越境貿易に使われる500総トン以下の小舟に対する対処が当
面の検討課題となっている21。
（5）グローバル化で急増する投資流入
BIMP－EAGA地域における近年の特徴としては、2007年に至り内外から
の域内投資が急増している点である。とりわけインドネシアにおいては2005
年との対比で9．1倍になっている（表6）。その他、ブルネイ、マレーシア、
表6　BIMP－EAGA地域の投資流入額（2005－2007年）
（単位：1α）万ドル）
国
2005 2（髄 2（柏 7 変 化 倍 率
金 額 構 成 比 （％ ） 金 徳 購 成 比 （％ ） 金 額 焼 成 比 （％ ） 2（X）7／2∝ 朽
ブ ル ネ イ 458 ．07 12．4 洪 6．54 3．5 1，134．47 4．5 2，5
イ ン ド ネ シ ア 2，457．03 66．5 12．813．27 81．3 22，313．44 89．2 9．1
マ レ ー シ ア 細 ．44 17．5 2．307．65 14．6 1診 搾 ．05 5．2 2．0
フ ィ リ ピ ン 136．55 3．6 1∝ l．80 0．6 264．12 1．1 1．9
合　 計 3，699．45 1（カ ．0 15，768．05 1（札 0 24，918．79 1（沿 ．0 6．8
（出所）AslanDevelopmentBank（2008d）．p．4．
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表7　BIMP－EAGA地域の外国直接投資、国内投資流入額（2005－2007年〉
（単位：1（》万ドル）
区　 分
2∝ 〉5 2（X朽 2（泊 7 変 化 倍 率
金 額 構 成 比 （％ ） 金 顕 構 成 比 （％ ） 金 額 碑 成 比 （％ ） 2（氾 7／2（氾 5
外 国 直 接 投 資 ユ．823．66 49．3 4，141．94 26．3 13，262．63 53．0 7．3
国 内 投 資 額 1．876．44 50．7 11，626．52 73．7 1ユ．747．46 47．0 6．3
合　 計 3．7（札 10 1（カ ．0 15，768．46 10 ）．0 25，010．（の 1（吼 0 6．8
（出所）AsianDevelopmentBank（2008d）．p．4．
フィリピンにおいてもこの間に2倍近くになっている。これは外国直接投資、
国内投資ともに同様である。BIMP－EAGA地域に流入の外国直接投資は、
2007年に2005年比で7．3倍、国内投資は6．3倍に増大している。そして2（泊7年
の構成比では外国直接投資が53．7％と国内投資の47．0％を上回った（表7）。
BIMP－EAGA地域の潜在的発展を見込んだこれら投資の流入は、後述の
ように、経済のグローバル化の進展の中にあってBIMP－EAGA地域自体の
優位性があらためて認識されたと考えられる。
（6）小括
BIMP－EAGA地域の特性は、加盟地域の経済的補完性が少なく、これが発
展の足かせとなってきたことである。このため各地域ともGDPの全国比で
は人口の全国比の約4分の1にすぎず生産力は低い。したがって、貧困者比
率も総じて高い。生産力の低さはハードインフラである港湾、倉庫施設、道
路などが不十分であることに起因しているが、ソフトインフラである貿易手
続きの簡素化でもその整備が遅れていることに明らかになっており、その改
革が取り組まれている。
こうした状況の中にあっても2007年を転機に、BIMP－EAGA地域に内外
の投資が急増している点が注目されている。これは、BIMP－EAGA地域が
グローバル経済に直面しており、その比較優位を発揮しつつあることの前兆
と見ることができよう。これに対し、一方でBIMP－EAGA地域が世界経済
－23－
のなかで直面して失うことのマイナス面を強調した調査が民間調査機関で公
表されている22。
第3章　東ASEAN成長地帯とフィリピン・ミンダナオ開発
第1節　地域開発の柱としての東ASEAN成長地帯
BIMP－EAGAに関しては、その発足当初は、各参加国は、地域開発の枠組
みとの連携に期待していた点で共通している。とくにフィリピンの場合はこ
れが顕著であるが、インドネシアやマレーシアも同様の状況にある。
BIMP－EAGAを地域開発と連携する意向は、インドネシアにおいて顕著
であった。インドネシア政府は、国土68．2％、人口の18．1％を占める東部地
域13州の開発に重点を置き、1993年に東部開発評議会を発足させている。
BIMP－EAGAとの連携はインドネシア大学経済学部のバリT）・ハデイ教授
によると、東部インドネシア開発の基軸は南スラウェシ州のウジュン・パン
ダンであり、準基軸地は北スラウェシ州のメナドとマルク州のアンボンとす
る㌔　メナド開発についてはマナド空港の国際空港機能の拡充、ピトン港の
国際港化で両港を統合し開発拠点とする意向がある。
BIMP－EAGAを地域開発との連撫で捉えている状況はマレーシアおよび
ブルネイにおいて同様である。マレーシアでは、半島部に比較して開発の遅
れたサバ、サラワクの両州にとってBIMP－EAGAを開発の契機としたい意
向は明らかである。ブルネイにおいては、近年とくに脱石油依存を図ろうと
しており、BIMP－EAGAに参加することで非石油産業を育成する意欲がう
かがえる。
フィリピンにおいては、BIMP－EAGAは、基本的にミンダナオ地域開発
との連携で重視されてきた。1992年に発足のラモス政権はミンダナオ和平に
不可欠なミンダナオ開発に重点を置いた。国内的には反政府イスラーム勢力
のモロ民族解放戦線との和平、対外的にはBIMPqEAGAの始動が視野に
－24－
あった。1992年3月には政府機関としてミンダナオ経済開発評議会
（MEDCo）が設置され、開発計画の策定、開発評議会との調整などの権限
が付与された。これを受け、同年6月にミンダナオ4地方の開発評議会
（RegionalDevelopmentCouncil：RDC）とムスリム・ミンダナオ自治地方
（AutonomousRegionforMuslimMindanaO：ARMM）の地方計画開発局
（ReglOnalPlannlngandDevelopmentOffice：RPDO）および中央政府の国家
経済開発庁（NatlOnalEconomicDevelopmentAuthority：NEDA）との共同
でミンダナオ全域を対象とした「ミンダナオ開発フレームワーク・プラン」
（1993－1998年）（MindanaoDevelopmentFrameworkPlan．1993－1998）が
策定された。その後、BIMP－EAGA計画の具体化に伴い、上記関係機関に
MEDCoが加わり、「改定ミンダナオ開発フレームワーク・プラン」（1994－
1998年）（UpdatedMindanaoDevelopmentFrameWOrkPlan．1994－1998）が
編成された。しかしながら、両プランとも文字通りの枠組みであり、ミンダ
ナオ各地方における成長起点として、ラモス大統領の推進してきた地方農業
関連工業センター（RegionalAgroAhdustrialCenter：RAIC）を設置するもの
の24、BIMPrEAGAに関する記述はなく、基本的には貧困削減など地域間発
がその主な内容となっており、既存の地域開発戦略をなぞった総花的なもの
にすぎなかった。
上記の官製のフレームワーク・プランに対し、1995年にあらたに総合地域
開発方式を導入して、全ミンダナオを対象とした「ミンダナオ2000開発フ
レームワーク・プラン」（Mindanao2000DevelopmentFrameworkPlan）（以
下、「ミンダナオ2000プラン」）が策定されている。ミンダナオ2000プランは、
USAIDの資金援助を得て、大統領ミンダナオ問題担当（OPMIN：Ofnceof
PresidentforMindanao）、および民間コンサルタント会社などが共同で立案
したもので、この時点では、政府機関であるNEDA、MEDCoは参加してい
ない。ミンダナオ2000プランではミンダナオは、土地、資源、人口、地理に
おいて優位性をもち、これらを動員し、農業および農業関連工業の発展をは
－25－
かり、2∝沿年までにNIES入りを果たすとし、計画期間中の経済成長率を年
7．0％、地方別のGRDP構成比では農業部門を31．0％に引き下げ、工業部門
を38．0％に引き上げるなど壮大な目標値を掲げた25。ミンダナオ2000プラン
の液大の特徴は、旧南部ミンダナオ地方（現ダパオ地方）地方の成長クラス
ターをBIMP－EAGAにおけるアグロ・インダストリーのハブと位置づけ26、
同時に、西部ミンダナオ地方の成長クラスターをBIMP－EAGAにおける正
面玄関とした27。しかしながら、ミンダナオ2α氾プランでは、工業開発面に
おけるミンダナオ発展のシナリオとなると、その実効性は不透明であった。
民間主導とはするも誘致産業は依然、農産物加工、セメントなど建設資材、
さらに観光開発、運輸などサービス部門が中心である。資材生産、輸送関連
サービスなど伝統的産業分野を網羅的に記述したものである。電機製品、電
子部品製造など近代的軽工業はここになかった。韓国・台湾型発展を意図的
に排除し、ことなる方策を企図したと考察できる。しかしながら、資源斌存
状況を前提にしたミンダナオの比較優位を考慮すると、この開発戦略は現在
のBIMP－EAGAに求められているパラダイム転換と方向性は一致するもの
といえよう。
第2節　ミンダナオ地域開発における日米の政府開発援助
以下、本節では、ミンダナオ地域開発を支援する主要国である日本および
アメリカによる政府開発援助の現状について記述する。結論的には、両国の
政府開発援助は、地域開発を目的としたものであり、BIMPAEAGAとの連携
は少ない。
（1）日本のミンダナオ地域開発支援プロジェクト（有償・無償）
日本の政府開発援助は2003年に大きく転換した。2003年8月に政府作成の
「新ODA大綱」では「平和の構築」を重要課題のひとつに掲げたのである。
そして、「F平和の構築』は紛争の原因への対応や紛争終結の促進、紛争被害
－26－
からの復興支援、再発防止等の支援といった異なる段階に従って切れ目なく
実施される必要がある」としている28。これに先立ち2002年12月に、小泉首
相は「和平と安定のためのミンダナオ支援パッケージ」を発表した。これら
は、第26次円借款の一部として中部ミンダナオ道路整備事業、世界銀行との
協調融資であるムスリム・ミンダナオ自治地方社会基金に反映している。こ
れらを含み現在ミンダナオで実行の有償融資の特徴は、平和構築に関連した
地域開発プロジェクトが含まれていることであり、BIMP－EAGA関連のプ
ロジェクトはここでは入っていない（表8）。
次に無償援助についてみると、ミンダナオ地域を対象とするものは現在18
プロジェクトが実施中である。このうち紛争地域に関するものはARMM地
方および紛争影響地域に5件あり、いずれも紛争前の段階にあるもので開発
調査あるいは現地NGOへの委託などが主流である（表9）。日本の無償援
助の特徴として以下の3点をあげることができる。第1に、開発の遅れた地
域への援助として基本的開発ニーズ対応型の貧困削減、人材育成、水利組合
強化支援などのプロジュクトが含まれている点である。第2に、社会経済環
境の変化に対応した生じた開発ニーズである産業廃棄物管理、障害者支援な
どが登場する点である。第3に、開発戦略に焦点をあてた産業クラスター開
発という新たな手法を盛り込んだプロジェクトが取り組まれた点である。す
でに貿易産業省ダパオ地方事務所（第ⅩI地方）（DTIReg10nXI）を中心と
するダパオ産業開発プロジェクト（DavaoIndustryClusterCapacity
Enl1anCementPrQ］eCt：DICCEP）が着手されている。対象としているクラス
ターはマンゴ、ココナツ、海藻、木材、鉱業、観光である。また、プロジェ
クトの目標とするところは、①ダパオ地方の産業クラスター地域の組織的、
技術的能力の強化、②ダパオ地方で中小企業振興を担当するフロントライン
ワーカーの能力の強化、である29。このプロジェクトが想定としているのは、
ブランド農業振興による地域開発で、日本で成功した「一村一品」（One
TownOneProduct：OTOP）運動をモデルとしている30。BIMP－EAGA地域
－27－
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開発との関連というよりも、内需を対象とした地域開発の有効な手法と位置
づけている。確かに輸出市場も視野には入れているが、輸出先の市場におけ
る需要調査などには言及されておらず、難問が残されたままである。
（2）アメリカのミンダナオ地域開発支援プロジェクト
アメリカ政蹄の対外援助実施機関であるアメリカ国際援助局（USAID）に
よる対フィリピン援助額は、1997年から2007年まで31プロジェクト、2億
9200万ドルであるが、そのうちミンダナオ地域を対象としたものが1億7500
万ドルと全体の60％に達している31。アメリカの援助がミンダナオに集中し
ていることがわかる。また、アメリカの援助は全て無償援助となっている。
そしてアメリカの開発援助の特徴はアメリカの国策が色濃く反映しているこ
とである。すなわち、ミンダナオにおける安全保障、治安回復に焦点をあて
ている点である。このため地域紛争の第Ⅱ局面（武力紛争）の段階32におい
ても必要とあればこれに介入し和平の到達を促すとの点である。したがっ
て、アメリカの対ミンダナオ政府開発援助はBIMP－EAGAとは関連が薄い
（irrelevant）としている3：I。
前節で述べた「ミンダナオ2000」を下敷きとして、これに沿った開発支
援プロジェクトとしてUSAIDにより1995年に「ミンダナオの公平な成長」
（GEM：GrowthwithEquityinMindanao）プログラムが開始された34。GEM
の対象地域はARMMおよびその他ミンダナオ紛争影響地域である。その日
的は、2点であり、（ヨミンダナオの掛済成長を加速し、成長の成果の多くを
住民に保障し、成果の公平配分をはかる、（参ミンダナオにおいて達成される
和平の強化である。以上のことから分かるように、GEMは、当初から意図
的にミンダナオ紛争地域における地域開発を目的としたものであり、和平達
成を前提としている。GEMは、プロジュクトの実施過程においても大きな
特徴がある。GEMに対する提携および協力機関の教の多さと多彩さである。
MEDCoなどの政府機関以外にも、ミンダナオビジネス評議会（Mindana0
－30－
BusinessCouncil：MBC）、各地商工会議所など経済団体、同団体傘下の民間
企業、州政府をはじめとする各段階の地方政府、各種NGOなどが全面的に
GEMに連繋している。GEMのもとで構築された公式、非公式の人脈を通
じ、政治、経済、ビジネス環境、地場産業、開発ニーズの所在など多岐にわ
たる情報がGEMに集輯する巨大なネットワークが形成されている。
GEMは第1期（1995－2002年）には投資環境の整備、貿易促進を中心に
してきた。第Ⅲ期（2002－2007年）にはアジア通貨危機、治安の悪化対応の
ためインフラ構築、とりわけ中小規模のインフラ整備に重点をおいてきた。
第3期（2008－2012年）には、優良なグループに対し選別的に施設の供与が
取り組まれているとしている35。
第2節　求められるミンダナオ開発のパラダイム転換
（1）産業クラスター政策とミンダナオ開発
第2章第2節（2）項で述べたように、BIMP－EAGAの国内事務局が設置さ
れている。2003年に開催の第8匝目黒MPrEAGA閣僚会議・第11回高級事務
局会吉酎こおいてBIMP－EAGA側と各国の国内事務局との連携フレームワー
クが策定されている（図2）。
フレpムワークの基本方針としてBIMP－EAGAは①市場主導、②民間部
門主導、（郭分権化された機構による運営によってなされると決定した。この
連携フレームワークで特徴的なのは産業集積を促すためのクラスター政策が
導入された点である。そして4つのクラスターの下には11のワーキング・グ
ループが編成されている。現在アジア地域の成長戦略は産業政策から産業ク
ラスター政策へと重点がシフトしたとしている。BIMP－EAGAフィリピン
が優位とされる分野として分担することになったクラスターは中小企業開発
クラスターで、国内事務局としてはサンボアンガ半島（第Ⅸ地方）事務局で
ある。サンボアンガ半島が事務局に指定されたのはスール諸島における海草
加工品（カラギナンの原料・）が特産品として想定されたからである。
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（2）ミンダナオの貿易構造
前項で述べたようなクラスター政策を導入する背景となる根拠としては、
ミンダナオをベースとする貿易構造の特色がある。以下にみるように、ミン
ダナオの主要貿易相手国は、BIMP－EAGAではなく、一方、品目はミンダナ
オの資源既在状況に合致したものである。すなわち、BIM－EAGA地域の対
外的比較優位（extraBIMP－EAGA）に沿ったものであるという現実がある。
2007年におけるミンダナオを積み下ろし港とする貿易額をみてみよう。ミ
ンダナオから輸出相手国の上位5カ国は日本、アメリカ、中国、オランダ、
韓国であり、これらにはBIMP－EAGAに入っていない。上位10カ国のうち
に含まれるのは8位のマレーシアのみである。輸出商品をみると最大品目は
ココナツ油脂であり、これに、バナナ、ニッケル鉱、マグロ、焼結鉱など一
次産品と同加工品が続く（表10）。いずれも多国籍企業による生産で、相手国
はBIMPrEAGA地域外である。一方、ミンダナオの輸入相手国の上位5カ
国はベトナム、ブラジル、アメリカ、ロシア、中国で、これらはBIMP－
EAGAには入っていない。上位10カ国の6位にインドネシア、8位にマレー
シアが登場する。輸入商品の最大品目はコメであり、5位に小麦が入るがい
ずれも農産品で本来はミンダナオが比較優位のある品目である。なお2位は
輸出品の焼結鉱の原料である鉄鉱石が入る（表11）。
以上からみられるように、ミンダナオにおける貿易構造は熱帯果実、同加
工品のBIMP－EAGA加盟国以外への輸出、および輸入鉱産物などの委託加
工輸出が主なものである。また、これらの担い手はその多くが日本、アメリ
カなどの多国籍企業である。そしてこれら生産活動と地場産業との連携が弱
く飛び地を形成しているのが実態である。産業クラスターを形成し、BIMP－
EAGAとの連携が求められているところである。
BIMP－EAGAとの連関を模索する動きとしては、BIMP－EAGA協賛の経
済団体であるBIMP－EAGAビジネス評議会（BEBC）が貿易投資の拡大にあ
たっている2007年10月ダパオ市で開催のBIMP－EAGA投資家会議において
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表10　ミンダナオからの輸出額（2005－2007年）
（単位：100万ドル）
区 分 2005 2006 2007
増 加 率 （％ ）
2006／2007
国 別 （上 位 10カ 国 ）
日 本 411．56 469．90 627．47 33．5
ア メ リ カ 384．68 411．28 558．64 35．8
中 国 111．36 162．59 305．00 87．6
オ ラ ン ダ 279．13 215．17 235．40 9．4
韓 国 120．62 134．66 138．50 2．9
イ ラ ン 37．06 66．01 78．50 18．9
シ ン ガ ポ ー ル 40．72 66．36 59．51 －10，3
マ レ ー シ ア 52．67 46．42 58．12 25，2
ベ ト ナ ム 16．87 54．55 47．24 －13．4
イ タ リ ア 18．96 24．37 40．98 68．2
商 品 別 （上 位 10品 目 ）
コ コ ナ ツ 油 脂 534．95 365．48 561．60 53．7
バ ナ ナ 360．06 401．95 392．80 －2．3
ニ ッ ケ ル 鉱 石 54．53 123．80 351．84 184．2
マ グ ロ 79．46 118．61 192．10 62．0
焼 結 鉱 110．67 150．86 171．82 13．9
パ イ ナ ッ プ ル 缶 詰 99．97 102．96 117．23 13．9
ス テ リ ア ル ア ル コ ー ル 24．23 31．84 97，67 206．8
平 板 ・巻 取 鉄 41．27 137．59 66．20 －51．9
パ イ ナ ッ プ ル 生 鮮 43．14 54．15 57．15 5．5
乾 燥 コ コ ナ ツ 37．91 49．51 41．20 F16．8
（出所）MindanaoEconomicDevelopmentCounciI（2009）．Mhdanao血紬TeSaSOl
良pfeJmber2α姐
一33－
表11ミンダナオの輸入額（2005－2007年）
（単位：100万ドル）
区 分 2005 2006 2007
増 加 率 （％ ）
2006／2007
国 別 （上 位 10カ 国 ）
ベ トナ ム 116．39 115．78 143．79 24．2
ブ ラ ジ ル 83．05 72．14 141．64 96．3
ア メ リ カ 98．62 133．34 135．66 1．7
ロ シ ア 7．04 19．97 82．28 312．0
中 国 41．48 54．06 66．29 22．6
イ ン ド ネ シ ア 57．14 37．45 66．22 76．8
タ イ 19．33 18．46 58．62 217．6
マ レ ー シ ア 46．40 61．40 57．40 －6．5
日 本 102．09 42．23 53．37 26．4
シ ン ガ ポ ー ル 15．50 21．18 45．46 114．6
ブ ル ネ イ 0．00 0．00 0．00 0．0
商 品 別 （上 位 10品 目 ）
米 （精 米 ・半 精 米 ） 95．89 98．04 138．28 41．0
鉄 鉱 石 84．33 71．22 126．31 77．4
半 鉄 製 品 15．71 26．79 117．89 340．1
ク ラ フ ト裏 地 51．34 69．58 76．58 10．1
小 麦 42．96 70．64 66．69 －5．6
化 工 紙 23．39 39．53 40．22 13．2
ミ ル ク ・ ク リ ー ム 41．49 23．39 32．42 38．6
肥 料 17．47 41．90 31．94 －23．8
天 然 ガ ス 23．15 20．66 26．29 27．3
石 炭 14．90 13．22 23．22 75．6
（出所）MindanaoEconomicDevelopmentCouncil（2009），MhdanaoinFhresasof
Sepとember2α岨
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は有望プロジェクトとして5事業を掲げた。すなわち、（む植物油脂製品（マ
レーシアとの共同企業体がココナツ油、パーム油開発）、（診食品加工（西パ
プアの企業が関心を示している）、③石炭採掘（インドネシア企業が関心を
示している）、径）ヤギ飼育（中東市場向け）、⑤ミンダナオの鉄道建設（イギ
リス企業が関心を示している）が注目されている。そしてその基本路線は、
BIMP－EAGA域内の連携を中心としている。
今後のフィリピンにおけるBIMP－EAGA内の比較優位（intraBIMP－
EAGA）からBIMP－EAGAの対外的比較優位（extraBIMP－EAGA）へのパ
ラダイム転換にむけた政策課題として、次の3点をあげることができる。
第1に、ミンダナオの比較優位の高い農業生産物、水産物、その加工品へ
の特化である。農業の産業化、すなわちアグロ・インダストリーの振興であ
る。パーム油、ココナツ油、海草、ハラール食品はその代表品目である。と
りわけ、ハラール食品は東南アジアのイスラム圏で注目をされている。さら
には中近東など世界市場を対象とする将来展望の明るい品目である36。
第2にBIMPrEAGAをミンダナオ島内の6地方、パラワン島に連結する
ことである。
第3に、BIMP－EAGAの3カ国以外に中国、台湾、韓国、中東、北都オー
ストラリアなどとの貿易、投資の拡大である。中国への熱帯果実輸出、台湾
への水産物加工輸出はすでに実績がある。中東へのヤギ輸出指導は技術提携
が進んでいる。
第4章　事例：ミンダナオ開発と日系企業
フィリピン南部、ミンダナオ島のダパオ市は2007年に人口136万人37の都
市で、ケソン市・マニラ市、カローカン市に次ぐ、第4の大都市である。市
の面積は244平方キロで、市としては世界液大の行政面積である。主要な産
業は農業で、バナナ、ココナツ泊、パイナップルが主要な輸出作物である。
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20世紀はじめには多くの日本人がアバカ（マニラ麻）栽培のため移住した背
景があり、ダパオEl系入会（PhilippineNikkei－JinKai．Inc．：PNJK）には6000
人を超える会員がいる。2007年3月にはミンダナオに所在の日系企業、起業
を目指す日本人の相互協力を推進し、相互信頼を醸成することを目的に、ダ
パオ市に本部を置くミンダナオ日本人商工会議所（JapaneseChamberof
CommerceinMindanaO：JCCMI、会頸中尾純啓氏）があり、2009年8月現在
会員は80社に達している。
以下、筆者が訪問、意見聞き取りした、ダパオ市周辺で操業する日系企業
4社を紹介する。
（1）ナカヤマ・テクノロジ一社
ナカヤマ・テクノロジ一社（NakayamaTechnologyCorporat10n）は、埼
玉県上尾市に本社を置く株式会社ナカヤマがダパオ市に隣接するデイゴス市
に外装用サイディングパネル製造拠点とし設立したものである。2001年に建設
開始し、2003年10月に操業開始した同社はタイルなどの住宅外装材生産のほ
写真3　ナカヤマ・テクノロジー社のタイル製造
か、住宅の施工完成イメpジのCDシュミレイション作成、ARCHITREND
やAutoCDなどのCDソフトウエアを活用したCDサービス、日本の本社
を含めた社内向け情報システム開発なども行っている。原材料の95％がミン
ダナオ島内で採掘されたもので、工場で製品として生産される住宅外装材は
90％が日本向け輸出、その他は韓国やフィリピン国内への出荷である（写真
3）。
2007年11月時点で従業員数は約350名で、タイル製造工場要月が150名、
CG／CAD要員が140名、プログラマー11名、事務スタッフなどが50名である。
会社の敷地面積は7haであり、工場でのタイル生産能力は12万枚／月、CG
シュミレイシヨン作成枚数は1万5000、1万8（第0枚／月ほど作成している。
CADや3CDアニメーションに関しては500件／月前後を作成している。
（2）ナカシン・ダパオ・インターナショナル
ナカシン・ダパオ・インターナショナル（NakashmDavaohternational，
hc．）は、鹿児島県串木野市にある株式会社ナカニシ冷食がダパオ市内のパ
ナカン工業団地に設置したものである。創業は明治中期に鹿児島で開業の鮮
魚商であった。2005年に会社設立し、翌2006年3月には日本向けにマンゴ加
工を操業し、出荷を開始した。主な生産物と輸出先は、熱帯果実のマンゴ加
工品は日本向け輸出品である。その後R＆Dにも取り組み現在ではマグロの
加工品（マグロの生ハム）の半分はフランスのレストラン向け輸出である。
このため商品開発のためのR＆Dを実施しており、日本人調理師が駐在して
いる（写真4）。
従業員は日本人4名、フィリピン人は40名、敷地面積は1．2haタールに清
潔万全を期した清潔な工場が配置されている。資本金は1億円、総資産は4
～6低円であるが、日本のそれと比較して3分の1程度であった。年商は8
億円（4億ペソ）で計画どおり順調に推移している。
ダパオ市に進出をした理由は、原材料の80％を現地調達できる点、および
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写真4　ナカシン・ダパオ・インターナショナルの清潔な工場前景
」
食の安全、安心を考慮した点である。中国でも予備調査をしたが、信頼の部
分では不安が残っており、最終的には、テスト・プラント操業を2度行いそ
の結果をみて、社長の判断でダパオ市進出を決定したが、結果としてこれは
正しかったとしている。要は「人の問題」というところに帰着した。現地人
はホスピタリティに富んでおり、仕事は進めやすいとしている。
（3）フィリピン・ジャパン・アクティブ・カーボン社
フィリピン・ジャパン・アクティブ・カーボン社（Phllippine－JapanActlVe
CarbonCorporation：PJAC）は、東京日本橋に本社のある製薬会社の興和が
1972年にフィリピンに外国企業として最初に活性炭工場を建設、操業したも
のである。工場はダパオ市パナカン工業団地に位置している。ダパオを選ん
だのはインドネシアには確かに原料のココヤシ栽培面積は多いが点在してお
り、ダパオ周辺ではそれが集中していたからであるとする。ダパオ周辺の農
村で家族労働によりヤシ殻炭を作り、これを仲買人が買い付けPJACに搬入
する。PJACではこれを用途に応じて加工し、粒、粉のサイズをそろえる。
－38－
写真5　PJACの活性炭工場
従業員数は、日本人3名（長期出張者1名を含む）、フィリピン人120名、工
場数地面積は4．5haである。活性炭生産量は1万2（氾Omt／年で、これはスリ
ランカに次いで世界で2番目である。
パナカン周辺は近年では上述のナカシン・ダパオ・インターナショナルな
どの進出で工場団地として賑わっているが、その中にあってPJACは老舗と
して現地でよく知られている（写真5）。
ヤシ殻活性炭は環境にやさしい商品として注目されている。靴の中敷きの
消臭、冷蔵庫の消臭（キムコ）などが知られているが、近年は産業用が中心
となっている。事例をあげると、（ヨゴルフ場のグリーンの下敷き（水捌けが
よくなる）、②日本酒、焼酎の浄水、③薬用活性炭（動脈硬化用薬剤カプセ
ル）、それと④金鉱石の再利用などである。とくに④は金鉱石と活性炭を混
ぜて金を保持し、これから金を回収する。従前は砂金に水銀を混ぜてきたが、
これに変えて活性炭を利用するようになった。これはポタ山（1％以下）再
利用に有効とされている。PJACの製品の60％がこれにあたり、全量が輸出
向けである。
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（4）スミフル・フィリピン社
スミフル・フィリピン社（SumifruPhillppinesCorporation）は1968年に住
商フルーツ社がフィリピンに設立したダパオ・フルーツ社が統合発展したも
のであり、ダパオ周辺のバナナ・プランテーションの経営にあっている（写
真6）。カベンデイシュ・バナナを生産している。フィリピン全体をみると、
生産されるバナナのうち、日本には50％、8∝旧カートン（1カートン／35kg）
を輸出している。残りの50％、8000カートンを中東、中国に輸出している。
つまり、今日、バナナは世界需要に不足しており、同社ではミンダナオでの
プランテーション拡大を検討している。したがって熱帯果実のなかで生食バ
ナナに特化している。ミンダナオにおけるバナナ・プランテーション面積は、
スミフル・フィリピン社が自社運営農場と契約農園とで約1万1000haであ
るが、同業他社のドール社が1万5000ha、デルモンテ社が1万ha、ユナイ
チットブランズ社が1万haである。スミフル・フィリピン社の日本人従業
員数は2名、フィリピン人は1万2000名である。
写真6　ダパオ市カリナンのバナナ集荷場
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（5）小括
上記の（1）から（4）までの日系企業の特徴についてみると、共通する事項
として3点あげることができる。
第1に、原材料の調達はミンダナオ島ダパオ周辺で行っている点である。
すなわち住宅外装用の粘土、加工食品のマンゴ、マグロ、活性炭原料のヤシ
殻、生食バナナがそれである。これらはいずれもミンダナオに価格、品質、
扱い量の面で比較優位があるものである。
第2に、これら日系企業の販路としての市場は輸出で、日本、アメリカ、
フランスであり、BIMP－EAGA城外にある点である。まさにextraBIMP－
EAGAなのである。
第3には、各社とも研究開発を重視しており、この結果、生産高、輸出高
は年々拡大の一途をたどり、事業は順調に推移している点である。
以上のことから、フィリピン・ミンダナオにおけるBIMPrEAGAのパラ
ダイム転換の有効性をここに検証することができた。
終章
本稿は、BIMP－EAGAを事例とした局地経済圏の一つのあり方を示した
ものである。
これまでの通説からは、局地経済圏成功の大きな要件は経済的補完性であ
る。その典型が「成長の三角地帯」で、その地域の比較優位性を発揮するも
ので、同様にして、香港、深訓の華南経済圏がその好例となろう。これは、
BIMP－EAGAに当てはめるとintraBIMP－EAGAである。ところが、グ
ローバル経済の進行に伴い、ASEAN諸国の一部地域においてはこれに乗る
ことができず開発成果を稗益できない地域が生じ、他地域との経済格差が生
じた。そのひとつがセレベス海を中心とする地域であった。ここではいずれ
も資本、技術は乏しい、資源の既存状況では一様に同じで過剰労働力が存在
し、したがって貧困層が多い。
一41一
すなわち経済的補完性の少ない地域における開発戦略を構築する必要があ
る。このため地域開発による生産力増強が求められ、その手法の一つは局地
経済圏内における比較優位の構築、すなわちintraBIMP－EAGAとして
B工MP－EAGA域内での各地方の競争力強化である。農業生産力の向上→農
村工業の促進→地場工業の振興である。フィリピンにおけるミンダナオ開発
をみると、伝統的な地域開発に沿った、政府開発援助の実行、地方分権の促
進、一村一品運動（OTOP）の展開、がなされてきた。そしてこれにミンダ
ナオの特殊事情である政治的安定を優先した安全保障のための開発援助もさ
れてきている。ところが、この文脈の中からは、BIMP－EAGAとの連動の視
点は欠落している。とりわけ1997年アジア通貨危機を経て、BIMP－EAGA
関連の民間事業は頓挫してしまった。
このため、経済のグローバル化に対応した新たな展望を切り開く必要が生
じた。2004年BIMP－EAGA閣僚会談において、BIMP－EAGA－FCの設置、
民間部門を取り込んだBEBCの再編、があり、2010年を目標としたロード
マップを策定し、これにアジア開発銀行が技術指導をするという体制が整え
られている。局地経済圏外との比較優位の構築、すなわちextraBIMP－
EAGAとしてBIMP－EAGA自体の対外的競争力強化が図られた。
以上の結果、近年は、BIMP－EAGAと城外との貿易額の増大、BIMP－
EAGAへの城内外からの投資の拡大があった。BIMP－EAGAのパラダイム
転換が始動したわけである。これらBIMP－EAGAにおける貿易、投資の拡
大フィリピンを事例として考察してみると、上記の特徴は、そのまま当ては
めることができよう。これまでBIMP－EAGAが構築される以前は、海上越
境貿易、密輸入などが存続してきた。その意味では地場産業が形成される余
地はなかった。かかる状況のなか天然資源の豊かなミンダナオに連出した日
系企業では現地調達資源を利用した製品生産とその輸出の伸長を示している。
すなわち「成長の三角地帯」にあった経済の補完性による比較優位でなく、
資源斌存による比較優位性の発揮である。
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かかる「BIMPAEAGAのパラダイム転換」に向けた方向性を的確に捉え
ているのが、資源外交を積極的に展開しているのが中国である。これは2009
年10月にタイのフアヒンで開催の第6回BIMP－EAGA首脳会議において中
国との民間部門による経済協力フレームワーク調印を称賛している点に示さ
れている38。一方、日本に対してはBIMP－EAGA発展に向けたパートナー
としての日本のフレームワークの公式化を要請している。あわせて、日本が
主唱している東アジア・ASEAN経済研究センター（EconomicResearch
InstltuteforASEANandEASTAsia：ERIA）に対してBIMP－EAGAと調整
可能な詳細なマスタープランの作成を要請している。
BIMP－EAGAのさらなる発展にむけた日本の役割の強化があらためて期
待されているところである。
【注記】
l　本稿では、局地経済璃（sub－regionaleconomicarea）を国家間の経済統
合ではなく、国を超えて隣接する地域同士による地域経済圏構想と、広義
に解釈する。これに対し、渡辺利夫（1992）では、アジアにおける冷戦構
造の溶解とともにアジア社会主義諸国とそれをとりまく酉太平洋諸国の
間に潜んでいた潜在的補完関係がにわかに市場に顕在化し、これが今日
の西太平洋におけるきわめてアクティブな地域主体とならんとしている
とし、この地域主体のことを局地経済圏（localizedeconomiczone）と呼
んだ。狭義の解釈である。
2『日本経済新聞j2009年10月24日　夕刊。
3Joint Statement，Sixth Brunei DaruSSalam－Indonesia－Malaysia－The
PhilippinesEastASEANGrowthAreaSummit，250ctober2009．Cha’m，
HuaHin，Thailand．
4　本稿の執筆に先立つ2009年8月のマニラおよびミンダナオにおける現地
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調査に際しては、以下の諸氏から貴重なご意見を頂き、資料の提供を受け
た。ここにあらためて謝意を表する次第である。
Mr．Pradeep Srivastava，Asian DevelopmentBank，Economist（ReglOnal
Cooperation），RegionalCooperatlOn and CountryCoordinatlOn Division：
Engr．Merly M．Cruz．Department of Trade and hdustry－Re由onal
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L．Leyretana，MindanaoEconomicDevelopmentCouncil，Undersecretary
and Chairman：Ms．JanetM．Lopez，MindanaO Economic Development
Council，ExecutiveDirector；Mr．VicenteT．Lao，ReglOnalDevelopment
Council XI，Chairman：Attny．Bonlfacio G．Uy．National　Economic
Authority Region XI．Assistant Regional Director；Ms．Rosemarie N．
Enginco．DepartmentofTradeandIndustryRegionXI，ChiefTradeand
hdustry，Development Specialist；Mr．Gil M．Dureza，Board of
hvestment ReglOn XI．Division Chlef；Mr．Sebastian L．Anglionto．
Mindanao Business Council．Inc．，Chalrman Emeritus；Mr．Ednar G．
Dayanl1irang．Mindanao Business Council．Inc．，Former ExecutlVe
Director；Mr．Antonio R．Santos，BIMP－EAGA Business Council
Secretariat．FormerExecutiveDirector：Mr，RobertoU．Teo，DavaoCity
InvestmentsPromotlOnCenter，Head；Dr，CharlesE．Feibel，Growthwith
EquityinMindanao（GEM），Davao Office，ChiefofParty；Mr．Abdulah
CabagulO AquユnO，American　Chamber of Commerce otInc．Davao
Chapter．President：Mr．AlbertoM．Soriano，AMSGroupsofCompanies，
PresidemtandChairmanofthe Board：Mr．RyoichiIto，JapanExternal
Trade OrganlZation（JETRO）Manila，ExecutlVe Director；Mr．Shimchl
Kimura．JapanInternatlOnalCooperatlOn Agency（JICA）Expert for
AutonomousRegl0mforMuslimMindanaO（ARMM）；Mr．SumihlrONakao．
Japanese Chamber of Commerce of Mindanao（JCCMI）．President／
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Nakashin DavaoInternational工nc，，Chairman／CEO：Mr．YoichiAmano，
Japanese ChamberofCommerceofMindanao（JCCMI），VicePresident：
Mr．Akihiro Ushimaru，Nakayama Technology Corporat10n，ExecutlVe
VICe President；Mr．Ken Hisada，PhilippineJapan Active Carbon
Corporation（PJAC），DeputyGeneralManager．CompanyTreasurer；Mr．
ItaruKobayashi．SumifruPhilippinesCorporation．Manager．
5　MinTang．MyoThant（1994）‘conceptualandOperationConsideration．
MinTang，Myo Thant，and Hiroshi Kakazu eds．GTOWth nTangIe血
AsLa憲NewAppmach血TReB70nalEconomlcCoQPeI7］tLOn，publishedfor
theAsianDevelopmentBankbyOxfordUniversityPress．pp．7－8
6　2008年時点で、アジアからの輸出相手国は、欧州が46．4％、北米が11．7％、
アジアが29．9％を占めている。アジアへの輸入相手国では、欧州が
41．4％、北米が16．5％、アジアが25．3％であった。日本貿易振興機構
（2009）「世界の国・地域別輸出入」『ジェトロ貿易投資白書（2009年版）j
383頁から作成。
7　2003年時点で、日本の1人当たり国民総所得（GNI）は、34，280ドルで、
フィリピンは1，080ドル、ベトナムは480ドルである。WorldBank，間も〟d
βeve叩me月血d忙ab臨2α道による。
8　MinTang，MyoThant．qp．sItlpp．9A14．
9　カジノ・リゾート開発の当初計画、敷地内農民の立退き問題の詳細に関し
ては、野沢（2001）57－63頁を参照。
10ADB（2008a）p2．を参照。
11野沢（1993）38－39頁。
12　当初は、ブルネイ、インドネシアの東カリマンタン州、西カリマンタン州、
北スラウエシ州、マレーシアのサバ州、サラワク州、およびフィリピンの
ミンダナオ烏の全州、パラワン島の人口2930万人の地域を対象としてい
た。ADB（1996）VolumeI，PartOne．p．4を参照。
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13ADB（1996）．
14　ADB（2008a）p．7．
15BIMP－EAGASOM／MM（2006）p．2．
16BIMPAEAGASOM／MM（2006）p．3．
17ADB（2008b），pP．6－12．
18ADBのBIMP－EAGA関係者からの聞取りによる。
19ADB（2（氾8d）ppJ5－18．
20　ミンダナオの現地援助関係者からの聞き取りによると、今日でも密輸の
方が正式の貿易量よりも多いとの指摘がある。
21ADB（2∝侶d）pp．20－22．
22　詳細はAFRIM（1998）を参照。実態調査によるデータ、各種覚書、契約
書の原文など基本資料も提示されており参考となる。
23筆者のインタビューによる。野沢（1996）15頁を参照。
別　コラソン・アキノ政権下において地方農工業開発戦として地方工業セン
ター（Re由onalIndustrialCenter，RIC）を中心とした地域開発システムが
構築された。同政権の後継政権であるラモス政権は農業と工業の持続的
発展を掲げ、地域開発に関してはmCを地方農工センター（Regional
Agro－hdustrialCenter．RAIC）に組み替えRAICを全国の地方に1カ所
設置した。そしてRAIC計画地城外のインフラは政府が優先的に開発し、
計画地域内のインフラは民間主導開発にするとした。詳細は、野沢
（2∝氾b）143－140頁を参照。
25RP－OPMINetal．（1995）p．9を参照。
26RP～OPMINetal．（1995）pp．33－36を参照。
27RP－OPMINetal．（1995）pp，31－33を参照
却外務省（2004）r政府開発援助自書2∝）3年版」11頁。
29RP－DTIDICCEP作成のハンドアウト資料による。
300TOPに関しては、RP－DTI（2009）を参照。
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31MEDCo提供のデータによる。
32　地域紛争には3段階の局面があり、これに対応する開発援助は、第I局面
は紛争前段階で、紛争が政府の武力介入を必要とする臨界点までの段階
であり、政治的緊張地域を対象とした開発調査、民生向上による地域住民
の支援などが必要となる。第Ⅱ局面は武力紛争が開始されまさに紛争の
度合いが頂点に達する段階であり、援助の内容は弱者救済、難民救済など
限定されたプロジェクトになる。第Ⅲ段階は地域紛争の終息後であり、
この段階では難民救済、復興支援が中心になる。野沢（2帥9）pp．22－26を
参照。
33現地USAID関係者からの聞き取りによる。
朗GEMに関しては、野沢（2∝〉9）32－38頁に詳細に述べられているので参照。
お現地USAID関係者からの聞き取りによる。
認現在、東南アジアには2億61（氾万人のイスラム教徒がおり、彼らはハラー
ル食品の推定世界需要1500億ドルのうち450億ドルを消費しているとして
いる。また、2010年にはバラル食品の世界市場は5000億ドルにまで拡大
するとしている。詳細は、PBSPetal，（2008）pp．14－15を参照。
37RP－NSCB（2009a）．TableIr3．による。
38B王MP－EAGA（2009a）．
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